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平成22年12月24日 

 平成21年全国消費実態調査 

二人以上の世帯の家計収支及び貯蓄・負債に関する結果 

 

総務省では，昨年９月から11月にかけて実施した平成21年全国消費実態調査の結果

を本年７月以降順次公表しています。 

今回公表するのは，「二人以上の世帯の家計収支及び貯蓄・負債に関する結果」です。 

 

調査の目的 

全国消費実態調査は，国民生活の実態について，家計の収支及び貯蓄・負債，耐久消費

財，住宅・宅地などの家計資産を総合的に調査し，全国及び地域別の世帯の消費・所得・

資産に係る水準，構造，分布などを明らかにすることを目的として，昭和34年（1959年）

の第１回調査以来５年ごとに実施しており，今回は11回目の調査です。 

 

調査の対象 

全国の全ての世帯（ただし，学生の単身世帯等は除く。）の中から一定の統計上の抽出方

法で選定された二人以上の世帯52,404世帯と単身世帯4,402世帯を対象に調査を実施しま

した。 

 

調査の期間 

二人以上の世帯については平成21年９月，10月及び11月の３か月間，単身世帯について

は10月及び11月の２か月間調査を実施しました。 

 

公表スケジュール 

(1) 主要耐久消費財に関する結果             ：平成22年７月 

(2) 単身世帯の家計収支及び貯蓄・負債に関する結果    ：平成22年９月 

(3) 二人以上の世帯の家計収支及び貯蓄・負債に関する結果 ：平成22年12月 

(4) 家計資産に関する結果                ：平成23年３月 

(5) 各種係数及び所得分布に関する結果          ：平成23年10月 

 

 

 

 

 

 

 ＜利用上の注意＞ 

「１か月平均」とは，平成21年９月，10月，11月の３か月間の単純算術平均 
である。 
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●二人以上の世帯の平成21年９月～11月の１か月平均消費支出は，１世帯当たり300,936円。 

●平成16年と比べると名目で6.0％（年率1.2％）の減少，消費者物価の変動を除いた実質で6.1％

（同1.3％）の減少。 

 ●二人以上の世帯の１世帯当たり消費支出は，名目及び実質共に，調査開始（昭和34年）以降初

めての減少となった平成11年以降減少が続いている。 

 

図１ １か月平均消費支出の対前回増減率（年率）の推移（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ １か月平均消費支出の推移（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １世帯当たりの消費支出は，前回調査（平成1６年）に比べ6.0％の減少 

注１）昭和54年までは非農林漁家世帯。昭和59年の増減率は非農林漁家世帯について計算したもの 

注２）年率は，５年間の増減（変化）の割合である増減率（変化率）を，１年ごとの増減（変化）の割合に換算したもの 

昭和34年 39年 44年 49年 54年 59年 平成元年 ６年 11年 16年 21年

世 帯 人 員（人） 4.52 4.19 3.94 3.91 3.87 3.85 3.77 3.59 3.40 3.26 3.10

有 業 人 員（人） 1.65 1.67 1.64 1.60 1.57 1.70 1.67 1.66 1.55 1.49 1.43

世 帯 主 の 年 齢（歳） - 43.1 43.0 43.3 43.9 46.4 48.0 49.5 51.4 53.7 55.4

持 ち 家 率（％） 58.8 60.1 59.4 63.9 68.6 74.3 75.4 75.5 76.8 80.4 80.6

消 費 支 出（円） 25,444 44,661 70,069 141,169 220,586 264,408 305,196 344,066 335,114 320,063 300,936

名 目 増 減 率（％） - 75.5 56.9 101.5 56.3 21.4 15.4 12.7 -2.6 -4.5 -6.0

年 率（％） - 11.9 9.4 15.0 9.3 4.0 2.9 2.4 -0.5 -0.9 -1.2

実 質 増 減 率（％） - 35.2 21.3 21.5 10.0 0.2 9.7 2.5 -4.1 -1.3 -6.1

年 率（％） - 6.2 3.9 4.0 1.9 0.0 1.9 0.5 -0.8 -0.3 -1.3

消費者物価変化率（％） - 29.8 29.4 65.8 42.1 21.1 5.2 10.0 1.6 -3.2 0.1

年 率（％） - 5.4 5.3 10.6 7.3 3.9 1.0 1.9 0.3 -0.6 0.0

項       目
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 ●二人以上の世帯について年間収入のジニ係数をみると，平成21年は0.311で，昭和54年から一

貫して上昇。 

 ●消費支出の擬ジニ係数をみると，平成21年は0.159で，16年に引き続き低下。 

 ●世帯主の年齢階級別にみると，年間収入のジニ係数，消費支出の擬ジニ係数とも年齢階級が高く

なるに従っておおむね上昇する傾向がみられるが，特に年間収入のジニ係数においてその傾向が

強い。 

 

 

 

 

 

図２ 年間収入のジニ係数及び消費支出の擬ジニ係数の推移（二人以上の世帯） 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 世帯主の年齢階級別年間収入のジニ係数及び消費支出の擬ジニ係数（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 年間収入のジニ係数は上昇，消費支出の擬ジニ係数は低下 

ジ ニ 係 数：分布の集中度あるいは丌平等度を表す係数 

０に近づくほど平等，１に近づくほど丌平等となる。 

擬ジニ係数：ジニ係数と同じ計算方法を適用し，所得階級間格差を測る係数 

（消費支出を年間収入の総額の低い方から累計して便宜的に求めた。） 

年  次 年間収入 消費支出

昭和54年 0.271 0.151

    59年 0.280 0.162

平成元年 0.293 0.166

    ６年 0.297 0.164

    11年 0.301 0.166

　　16年 0.308 0.163

　　21年 0.311 0.159

平成16年 21年 平成16年 21年

平  均 0.308 0.311 0.163 0.159

30歳未満 0.237 0.228 0.127 0.105
30歳代 0.223 0.233 0.106 0.115
40歳代 0.242 0.260 0.140 0.143

50歳代 0.284 0.285 0.159 0.160
60歳代 0.336 0.327 0.147 0.140
70歳以上 0.343 0.310 0.163 0.151

年間収入 消費支出

年齢階級
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●二人以上の世帯のうち勤労者世帯のライフステージを仮定して家計収支を比べると，第１ステー

ジは，持ち家率が低いことから，消費支出に占める住居の割合が19.8％と他のステージに比べて

高い。また，共働き世帯が半数以上を占め，他のステージに比べて実収入に占める世帯主の配偶

者の勤め先収入の割合が高い。 

●第２ステージは，他のステージに比べて交通・通信の割合が高い。また，子供の出生に伴い，教

育が8.2％を占めている。世帯主の配偶者が育児などのために勤めを辞めていることが多く，他

のステージに比べて実収入に占める世帯主の配偶者の勤め先収入の割合が低い。 

●第３ステージは，食料の割合が25.0％と最も高く，子供の食事代などへの支出が多くなっている

とみられる。 

●第４ステージは，教育の割合が27.7％と最も高く，教育以外の費目の割合が他のステージに比べ

て低い。また，消費支出が可処分所得を上回り赤字となっている。 

●第５ステージは，他のステージに比べて保健医療，教養娯楽，交際費などの「その他の消費支出」

の割合が高い。また，消費支出が可処分所得をわずかに上回り赤字となっている。 

 

 

 

 

図４ ライフステージ別１か月平均消費支出の費目構成（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ ライフステージ別１か月平均実収入及び消費支出（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ライフステージにより異なる消費構造 

第１ステージ：夫婦のみの世帯（夫30歳未満） 

第２ステージ：夫婦と子供が２人の世帯（長子が未就学児） 

第３ステージ：夫婦と子供が２人の世帯（長子が中学生） 

第４ステージ：夫婦と子供が２人の世帯（長子が大学生＊）  ＊大学院生も含む。 

第５ステージ：夫婦のみの世帯（夫60歳以上） 

第１ 第２ 第３ 第４ 第５
ステージ ステージ ステージ ステージ ステージ

1.72 1.29 1.60 1.77 1.36

26.9 34.8 43.8 51.0 64.3

18.4 54.3 79.0 85.8 87.2

424,983 428,115 511,452 584,933 359,401

398,435 401,275 500,351 566,442 262,187

292,243 369,583 434,863 491,011 228,973

106,192 31,692 65,487 70,577 33,123

3,070 14,992 3,474 2,223 81,103

1,583 14,544 2,917 1,427 78,902

353,478 360,868 423,436 476,793 299,930

257,922 278,169 316,355 490,753 300,120消 費 支 出

世 帯 主 の 勤 め 先 収 入

世帯主の配偶者の勤め先収入

他 の 経 常 収 入

社 会 保 障 給 付

可 処 分 所 得

実 収 入

勤 め 先 収 入

有 業 人 員 (人)

世 帯 主 の 年 齢 (歳)

持 ち 家 率 (％)

項　　　  目

金　　額（円）

第１ 第２ 第３ 第４ 第５
ステージ ステージ ステージ ステージ ステージ

257,922 278,169 316,355 490,753 300,120

46,302 56,543 79,099 84,765 67,082

51,056 25,241 17,366 13,939 16,894

11,454 15,669 20,249 22,912 16,264

7,094 9,425 8,798 8,978 10,350

12,930 13,773 15,000 19,425 11,938

5,487 12,335 11,112 13,338 14,032

41,748 45,605 45,585 69,545 47,035

1 22,789 30,971 135,762 16

29,043 27,405 35,117 35,213 35,246

52,807 49,385 53,057 86,876 81,263

73.0 77.1 74.7 102.9 100.1

費　　　  目

金　　額（円）

消 費 支 出

食 料

住 居

光 熱 ･ 水 道

家 具 ･ 家 事 用 品

被 服 及 び 履 物

保 健 医 療

交 通 ･ 通 信

教 育

教 養 娯 楽

そ の 他 の 消 費 支 出

平 均 消 費 性 向 (％)
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 ●二人以上の世帯の１世帯当たり貯蓄現在高は1521万円で，平成16年と比べると2.2％の減少。

一方，負債現在高は543万円で7.0％の減少。貯蓄及び負債共に調査開始以降初めての減少。 

 ●世帯主の年齢階級別にみると，貯蓄現在高は60歳代までは世帯主の年齢が高くなるに従って多

くなっている。一方，負債現在高は40歳代が最も多い。 

 ●世帯主の年齢が40歳未満では負債が貯蓄を上回る。 

 

図５ 世帯主の年齢階級別貯蓄・負債現在高（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 世帯主の年齢階級別貯蓄・負債現在高の推移（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 貯蓄及び負債共に，調査開始以降初めて減少 

年 次 平 均 30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

昭和59年 6,710 2,407 4,328 6,297 8,882 10,502 9,323
平成元年 10,924 3,481 6,054 9,495 13,266 17,587 19,082
　　６年 13,631 4,151 7,192 11,379 15,674 21,537 21,541
　　11年 14,848 3,726 7,185 11,308 16,512 22,530 22,682
　　16年 15,557 3,547 6,539 11,140 16,425 22,181 22,743
　　21年 15,208 3,163 6,311 10,442 15,440 21,303 20,759

昭和59年 2,638 1,218 2,987 3,638 2,374 1,082 741
平成元年 3,840 2,104 3,953 4,999 3,940 2,183 2,360
　　６年 4,867 2,385 5,605 6,336 5,228 2,639 2,256
　　11年 5,674 3,120 7,804 8,449 5,796 2,758 1,734
　　16年 5,844 3,743 8,733 9,642 6,084 2,866 1,897
　　21年 5,433 3,539 8,984 9,689 5,877 2,774 1,338

昭和59年 2,277 985 2,714 3,200 1,919 786 501
平成元年 3,166 1,656 3,442 4,285 3,002 1,608 1,880
　　６年 4,209 1,921 5,037 5,623 4,338 2,128 1,909
　　11年 4,966 2,600 7,237 7,659 4,829 2,168 1,291
　　16年 5,040 3,204 8,168 8,776 5,002 2,069 1,324
　　21年 4,634 3,054 8,486 8,960 4,870 1,729 741

平成元年 62.8 44.6 39.9 50.8 49.4 67.5 104.7
　　６年 24.8 19.2 18.8 19.8 18.2 22.5 12.9
　　11年 8.9 -10.2 -0.1 -0.6 5.3 4.6 5.3
　　16年 4.8 -4.8 -9.0 -1.5 -0.5 -1.5 0.3
　　21年 -2.2 -10.8 -3.5 -6.3 -6.0 -4.0 -8.7

平成元年 45.6 72.7 32.3 37.4 66.0 101.8 218.5
　　６年 26.7 13.4 41.8 26.7 32.7 20.9 -4.4
　　11年 16.6 30.8 39.2 33.3 10.9 4.5 -23.1
　　16年 3.0 20.0 11.9 14.1 5.0 3.9 9.4
　　21年 -7.0 -5.5 2.9 0.5 -3.4 -3.2 -29.5

昭和59年 4,072 1,189 1,341 2,659 6,508 9,420 8,582
平成元年 7,084 1,377 2,101 4,496 9,326 15,404 16,722
　　６年 8,764 1,766 1,587 5,043 10,446 18,898 19,285
　　11年 9,174 606 -619 2,859 10,716 19,772 20,948
　　16年 9,713 -196 -2,194 1,498 10,341 19,315 20,846
　　21年 9,775 -376 -2,673 753 9,563 18,529 19,421

各年11月末日現在

貯 蓄 現 在 高 増 減 率 （％）

負 債 現 在 高 増 減 率 （％）

純貯蓄額（貯蓄現在高－負債現在高）（千円）

負 債 現 在 高 （千円）

うち住宅・土地のための負債（千円）

貯 蓄 現 在 高 （千円）

(万円)

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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●勤労者世帯のうち住宅ローンのある世帯の消費支出は，平成16年と比べると実質5.4％の減少。

住宅ローンのない世帯（－6.6％）に比べて減少幅が小さい。 

 ●平均消費性向は住宅ローンのある世帯が75.0％，住宅ローンのない世帯が85.9％。平成16年と

比べると，それぞれ1.0ポイント，1.9ポイントの上昇と住宅ローンのない世帯の上昇幅が大きい。 

 ●住宅ローンのある世帯の住宅ローン返済額は73,920円で，平成16年と比べると4.0％の増加。

住宅ローン返済割合（可処分所得に占める住宅ローン返済額の割合）は16.9％で，平成16年と

比べると1.7ポイントの上昇。 

 

表４ 住宅ローンの有無別１か月平均実収入及び消費支出（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●勤労者世帯のうち住宅ローンのある世帯の住宅ローン返済額を世帯主の年齢階級別にみると，全

ての年齢階級で６～７万円台となっている。 

●住宅ローン返済割合（可処分所得に占める住宅ローン返済額の割合）は，60歳以上が最も高く

20.2％。一方，最も低いのは50歳代の14.1％。 

 ●住宅ローン返済割合を平成16年と比べると，全ての年齢階級で上昇。 

 

図６ 住宅ローンのある世帯の世帯主の年齢階級別住宅ローン返済割合 

（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

５ 住宅ローンのある世帯の住宅ローン返済割合は上昇 

６ 住宅ローン返済割合は全ての年齢階級で上昇 

10 

15 

20 

25 

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

（％）

平成21年

平成16年

平成16 年 21 年 実質増減率 平成16 年 21 年 実質増減率
（円） （円） （％） （円） （円） （％）

(人) 3.74 3.63 - 3.48 3.25 - 
(人) 1.76 1.77 - 1.80 1.78 - 

(歳) 45.8 46.1 - 51.8 53.8 - 

556,281 531,871 -4.5 509,205 474,682 -6.9
467,927 437,316 -6.6 431,059 393,948 -8.7

346,272 328,028 -5.4 361,944 338,537 -6.6

71,081 73,920 *  4.0 6,076 5,829 *  -4.1

(％) 74.0 75.0 **  1.0 84.0 85.9 **  1.9
(％) 8.1 5.4 ** -2.7 11.2 11.7 **  0.5
(％) 7.9 5.2 ** -2.7 10.8 11.3 **  0.5

(％) 15.2 16.9 **  1.7 1.4 1.5 **  0.1

注１）「住宅ローンのある世帯」とは，各年11月末日現在で住宅・土地のための借入金残高が１万円以上
　　　ある世帯とし，それ以外で持ち家の世帯を「住宅ローンのない世帯」とする。
注２）＊印は名目増減率，＊＊印はポイント差

項      目

住 宅ロ ーン 返済 割合

世 帯 人 員
有 業 人 員

世 帯 主 の 年 齢

実 収 入
可 処 分 所 得

消 費 支 出

住宅ローンのない世帯（持ち家）住宅ローンのある世帯

平 均 消 費 性 向
金 融 資 産 純 増 率
平 均 貯 蓄 率

住 宅 ロ ー ン 返 済 額

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

可 処 分 所 得 （円）334,917 383,947 454,400 484,720 380,045

住宅ローン返済額 （円） 63,290 75,991 76,651 68,272 76,864

住宅ローン返済割合 （％） 18.9 19.8 16.9 14.1 20.2

項　　目
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●二人以上の世帯のインターネット接続料及び固定電話通信料について，世帯主の年齢階級別に支

出金額をみると，インターネット接続料は40歳代が最も多く，固定電話通信料は60歳代が最も

多くなっている。 

●二人以上の世帯のインターネット接続料と固定電話通信料を比べると，40歳未満で，インター

ネット接続料が固定電話通信料を上回る。 

 

図７ 世帯主の年齢階級別インターネット接続料及び固定電話通信料（二人以上の世帯） 

二人以上の世帯 （参考）単身世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●二人以上の世帯の消費支出（サービス料金などを除く。）について，購入先別の支出割合をみると，

スーパーが36.0％と最も高い。 

 ●購入先別の支出割合の推移をみると，一般小売店，百貨店などの割合は低下。コンビニエンスス

トア，ディスカウントストア・量販専門店，通信販売などの割合は上昇。 

表５ 消費支出に占める購入先別支出の推移（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

７ 40歳未満の世帯で，インターネット接続料が固定電話通信料を上回る 

８ 購入先別の支出割合は一般小売店などで低下，ディスカウントストア・量販専門店などで

上昇 

平成16年 21年 平成16年 21年 平成16年 21年 平成16年 21年
平均 1,373 2,180 4,166 3,035 883 1,244 2,725 1,945

30歳未満 1,395 2,167 2,830 1,213 1,650 1,959 1,258 290
30歳代 1,743 2,656 3,675 2,340 1,763 2,576 2,588 1,067
40歳代 1,885 2,844 4,232 2,974 1,067 2,231 2,870 1,696
50歳代 1,575 2,644 4,562 3,265 664 1,212 2,888 2,136
60歳代 950 1,822 4,352 3,358 404 777 3,325 2,477
70歳以上 542 1,059 3,941 3,206 234 355 3,249 2,704

年齢階級

支出金額（円）
二人以上の世帯 （参考）単身世帯

インターネット接続料 固定電話通信料 インターネット接続料 固定電話通信料

通 信 販 売
（インター

ネット）

通 信 販 売
（その他）

平成６年 149,407 62,141 43,902 1,588 14,456 8,352 5,398 2,198 - - 11,372

　　11年 139,840 48,668 48,377 2,226 13,133 7,640 6,917 2,421 - - 10,458

　　16年 131,190 43,009 43,033 2,343 10,648 7,271 12,879 3,678 832 2,846 8,329

　　21年 119,640 34,421 43,051 2,357 7,970 5,511 14,905 3,957 1,623 2,334 7,468

平成６年 100.0 41.6 29.4 1.1 9.7 5.6 3.6 1.5 - - 7.6
　　11年 100.0 34.8 34.6 1.6 9.4 5.5 4.9 1.7 - - 7.5

　　16年 100.0 32.8 32.8 1.8 8.1 5.5 9.8 2.8 0.6 2.2 6.3

　　21年 100.0 28.8 36.0 2.0 6.7 4.6 12.5 3.3 1.4 2.0 6.2

注１）平成６年及び11年の「通信販売」には，インターネットによる購入を含む。

注２）構成比は，小数第２位を四捨五入しているため，内訳の計は必ずしも合計と一致しない。

ディスカウ

ン ト ス ト
ア・量販専

門店

通 信 販 売年　次

構 成 比（％）

支出金額（円）

一般小売店 ス ー パ ー
コンビニエ
ンスストア

消 費 支 出

(サービス料
金，公共料金

等を除く)

そ の 他百 貨 店 生協・購買
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順位 都道府県 消費支出（円） 地域差*

1 富山県 344,212 114.4

2 神奈川県 329,004 109.3

3 奈良県 327,550 108.8

4 東京都 323,407 107.5

5 滋賀県 323,344 107.4

10 6 岐阜県 318,444 105.8

7 新潟県 318,178 105.7

8 栃木県 314,425 104.5

9 岡山県 314,229 104.4

10 愛知県 314,218 104.4

38 愛媛県 272,657 90.6

39 鳥取県 270,331 89.8

40 高知県 268,466 89.2

41 北海道 267,577 88.9

42 鹿児島県 263,159 87.4

10 43 宮崎県 262,094 87.1

44 青森県 260,126 86.4

45 熊本県 258,948 86.0

46 長崎県 256,032 85.1

47 沖縄県 223,133 74.1

下
位

県

＊:全国平均（300,936円）=100として換算
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●二人以上の世帯の１世帯当たり消費支出を都道府県別にみると，富山県が最も多く，次いで神奈

川県，奈良県，東京都，滋賀県と続いている。一方，沖縄県が最も少なく，次いで長崎県，熊本

県，青森県，宮崎県と続いている。 

 

図８ 都道府県別１か月平均消費支出（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 消費支出は富山県が最も多く，沖縄県が最も少ない 
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●二人以上の世帯の１世帯当たり貯蓄現在高を都道府県別にみると，香川県が最も多く，次いで奈

良県，神奈川県，愛知県と続いている。一方，沖縄県が最も少なく，次いで青森県，鹿児島県，

熊本県と続いている。 

●二人以上の世帯の１世帯当たり負債現在高を都道府県別にみると，東京都が最も多く，次いで神

奈川県，埼玉県，愛知県と続いている。一方，岩手県が最も少なく，次いで鹿児島県，香川県，

和歌山県と続いている。 

 

図９ 都道府県別貯蓄現在高（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 都道府県別負債現在高（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 貯蓄現在高は香川県，負債現在高は東京都が最も多い 

順位 都道府県
貯蓄現在高
（千円）

地域差*

1 香川県 19,725 129.7

2 奈良県 18,991 124.9

3 神奈川県 18,660 122.7

4 愛知県 18,204 119.7

5 徳島県 17,502 115.1

10 6 広島県 17,477 114.9

7 三重県 17,468 114.9

8 滋賀県 17,454 114.8

9 岐阜県 17,386 114.3

10 福井県 17,315 113.9

38 宮城県 11,783 77.5

39 北海道 11,610 76.3

40 秋田県 11,265 74.1

41 長崎県 11,256 74.0

42 佐賀県 10,935 71.9

10 43 宮崎県 10,693 70.3

44 熊本県 10,523 69.2

45 鹿児島県 9,945 65.4

46 青森県 9,742 64.1

47 沖縄県 5,876 38.6

＊:全国平均（15,208千円）=100として換算

上
位

県

下
位

県

順位 都道府県
負債現在高
（千円）

地域差*

1 東京都 7,481 137.7

2 神奈川県 7,061 130.0

3 埼玉県 6,779 124.8

4 愛知県 6,161 113.4

5 兵庫県 6,004 110.5

10 6 大阪府 5,893 108.5

7 滋賀県 5,749 105.8

8 三重県 5,449 100.3

9 栃木県 5,389 99.2

10 京都府 5,388 99.2

38 徳島県 3,953 72.8

39 沖縄県 3,876 71.3

40 長崎県 3,840 70.7

41 高知県 3,774 69.5

42 山口県 3,647 67.1

10 43 北海道 3,646 67.1

44 和歌山県 3,582 65.9

45 香川県 3,534 65.0

46 鹿児島県 3,325 61.2

47 岩手県 3,082 56.7

＊:全国平均（5,433千円）=100として換算

上
位

県

下
位

県
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順位 都道府県
自動車等関係費へ

の支出割合（％） 地域差*

1 島根県 91.6 115.5

1 秋田県 91.6 115.4

3 山形県 91.3 115.1

4 徳島県 91.2 115.0

5 富山県 91.1 114.8

10 6 鳥取県 89.6 112.9

7 岐阜県 89.2 112.3

8 新潟県 88.8 111.9

9 福井県 88.7 111.7

10 長野県 88.6 111.7

38 広島県 79.6 100.3

39 滋賀県 76.4 96.3

40 兵庫県 74.9 94.4

41 京都府 73.9 93.2

42 千葉県 73.8 93.0

10 43 奈良県 73.7 92.9

44 大阪府 72.4 91.2

45 埼玉県 70.9 89.4

46 神奈川県 67.5 85.1

47 東京都 63.7 80.3

＊:全国平均（79.4％）=100として換算

上
位

県

下
位

県

 

 

●二人以上の世帯の電車代，バス代，タクシー代などの交通と，自動車の購入，ガソリン，自動車

保険料などの自動車等関係費への支出の合計に占めるそれぞれの費目の割合を比べると，自動車

等関係費の割合は島根県及び秋田県が91.6％と最も高く，次いで山形県，徳島県，富山県，鳥

取県と続いている。 

●交通の割合は，東京都が36.3％と最も高く，次いで神奈川県，埼玉県，大阪府，奈良県と続い

ている。 

 

図11 都道府県別自動車等関係費への支出割合（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 交通関係支出に占める自動車等関係費の割合は島根県，秋田県が高い 
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●二人以上の世帯の１世帯当たり消費支出の購入地域別割合を都道府県別にみると，「他の市町村

（県外）」で購入する割合は，奈良県が15.9％と最も高く，次いで埼玉県，神奈川県，茨城県，

滋賀県，京都府と続いている。一方，沖縄県が1.5％と最も低く，次いで北海道，青森県，秋田

県，山形県，新潟県と続いている。 

 

図12 都道府県別消費支出の他の市町村（県外）での購入割合（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 県外での購入割合は，関東地方，近畿地方などの大都市近隣の県で高い 

順位 都道府県
他の市町村（県外）での
購入割合（％）
〔消費支出〕

1 奈良県 15.9

2 埼玉県 13.4

3 神奈川県 13.0

4 茨城県 11.2

4 滋賀県 11.2

10 6 京都府 10.8

7 千葉県 10.3

7 岐阜県 10.3

9 東京都 10.0

10 栃木県 9.5

38 熊本県 4.8

39 宮崎県 4.7

40 石川県 4.2

40 大分県 4.2

42 新潟県 4.1

10 43 山形県 3.9

44 秋田県 3.6

45 青森県 2.5

46 北海道 1.6

47 沖縄県 1.5

上
位

県

下
位

県
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＜内容に関する問い合わせ先＞ 

総務省統計局統計調査部消費統計課企画指導第二係 

・電 話：０３－５２７３－１１７３（直通） 

・ＦＡＸ：０３－５２７３－１４９５ 

・Ｅメール：w-kikaku2@soumu.go.jp 

・ホームページＵＲＬ  http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/index.htm 

＊ 調査の概要は，統計メールニュースでも配信しています。 

メールニュースのお申込みは，統計局ホームページから。 


